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【資料】
国際企業における日本的経営
ー異文化間組織の方法論
藤田彰久
この資料は，ダニエル・ダークスの著書「国際企業における日本的経営
ー異文化間組織の方法論n」の主要部分の紹介である。同書全体の構成は
次のようである。
第1章 H本的経営の国際化 {pp.9-36)
第I章 国際化のプロセスについての経験ー論争 {pp.37-81)
第II章 日本的経営の神話 (pp.83-121) 
第IV章情報と意思決定一日本的組織 (pp.123-158)
第V章多国籍企業における文化問題 {pp.159-243)
第VI章異文化間組織化の方法論 (pp.245-270) 
1) Daniel Dirks, Japanisches Management in internationalen Unternehmen: 
Methodik interkultureller Organisation,(Wiesbaden: Deutscher Universita.ts 
Verlag; Gabler,1995) 
著者の前書きには， Witten/Herdecke大学のTakeda研究所の「日本研究プロジ
ェクト」と，それに参加した研究者たちの協同が与って力あったことが記されてい
る。
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本稿では内容的に同書の中心であり，紙数的にも他の二倍以上を占める
第V章について特徴的部分を紹介し， 1井せてまとめの第VI章，第二節•第
三節の要点に触れる。内容的には全体にプラザ合意後のH本企業の，一斉
と言ってよいほどの海外進出2)がピークを迎え， 日本的経営が欧米の注目
を集めた時期の諸現象について考察したものが多い。
目次にある，第V章と第VI章の構成は次のとおりである。
第V章 多国籍企業における文化問題
V.1 国際経営の理論一定義と多国籍行動的企業 (MNU)の特徴
V.2 文化一組織の中心的変数
V.2.1 国際経営理論の一部としての文化概念
V.2.2 文化変数の概念作用
V.2.3 文化概念の規定
V.3文化のマクロ・ディメンション
V.3.1 比較経営研究
V. 3. 2 Hofstedeの文化ディメンション
V.3.3 マクロ文化と異文化間相互作用
V.4 国際的行動をとる企業の文化
V.4.1 統合vs分権化：中央組織の役割
V.4.2 中間文化と異文化間相互作用
V.5 ミクロ面での異文化間相互作用
V.5.1 個人的関係の重要性
V.5.2 異文化間コミニュケーションの要索とプロセス
V.5.2.1 異文化間の能力適性
V.5.2.2 異文化間相互作用のプロセス
2)第 1部の冒頭で， ‘‘Endaka"(Yen Aufwertung)現象という言葉を挙げて関心を
示している。
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V.6 異文化間マネジメントの組織構造的試み
V.6.1 インターフェイス
V.6.2 国際化のNonakaモデル
第VI章異文化間組織化の方法論
VI.I 「際どい出来事」としてのカルチャーショック
VI.2 カルチャー開発としての組織開発
VI.3 日本の海外経営と学習組織ー要約と展望
第V章 多国籍企業における文化問題
これまでの章で日本的経営と日本の組織はまったく「現代的」である，
ということを示した。たとえば，現代の組織理論が求めるように，事業を
柔軟に遂行・フィードバックする，学習能力が高い，などであり，また外
部データや事実に対して驚くほど率直で，単なる模倣ではなく革新的であ
る，などが注目される。
しかし，組織の全体統合性や文化面への対応などの点では，遠隔操作（遠
隔データ処理）的組織運用が残り，基本的な情報の流れや意思決定のプロ
セスなどに十分手が付けられていない。概観して評価できたのは，（現地）
日本人たちの協同についてであって，多国籍企業（本社）で従来の形にこ
だわる日本人協力者たちについてではない。
そのように中央集権的なやり方では，日本企業は明らかに困難に遭遇す
る。全機能の現地化を実行することは競争優位の上で不可欠である。
この問題点については効率性の見地から討論することができる。何より
もまず，教育的・状況適合的方向性を持つ組織化のプロセスを始めること
である。それは一般に「文化」ないしは人間関係・人々のかかわり方の文
化的状況，について考えてみることになる。
第V章では，従って（日本の）多国籍企業における「文化の相互作用」
について考察することにする。
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幾つかの主要な論点がある。
・「文化」の意味合いや役割は，国際経営に関する経済理論的枠組みの中
のどこに位置づけられるのか？
・具体的に何を扱うのか？ どのような概念的・方法論的意味が考慮さ
れるべきか？
．どの範囲で，どのように文化が知られたのか一これまでに国際経営の
理論の中にどのように入り，どのように変化してきたのか？そして，
•それが経済性という文脈の中で，どのように異文化間の相互作用にお
けるモデル化や方法論の形成に発展し，多国籍企業の文化的展望の多様性
に用いられるまでになったのか？
V.1 国際経営の理論一定義と多国籍行動的企業 (MNU町の特徴
MNUはそれぞれ個々の事業活動で，たとえばマーケットの不完全性や
価格差要因などさまざまの差異に逢着する。それは長年，古典的貿易理論
のしがらみから躊躇させられてきた問題でもあった。企業はそれらの差異
についての原則を取り入れるならば，「直接投資ーDI」を行う際に．それぞ
れの位置を検討し．国際的付加価値連鎖の中での差異比較を行い，内部的
に調整することができる。
定義については Fayerweatherの定義を用いる。
「MNC(MNU)について，ここでは二つの構成要索を用いて定義する：
第ーは，その企業は必ずニカ国以上の国々で恒常的なオペレーションを行
っている国際的事業を持っていなければならないこと；第二は，海外諸事
業についての中央コントロール能力を備えていなければならないこと．で
ある4)」
3) MNUはmultinationaler Unternehmenの略で「多国籍企業」。英語の MNC:
Multinational Corporationに相当する。
4) Fayerweather, J., International Business Strategy and Administration, 2nd ed., 
Cambridge, 1982, p.2. 
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通常， MNUについて，識者は四つの特徴を挙げている。
・構造的特徴：企業が実際に活動している国の数，母企業および外国
企業の所有権，組織構造の明確性，職員の国籍構成等。
・行動力的特徴：当該国の能カレベル，資産的能力，国際的活動経験，
協同能力
・行為的特徴：国際経営を経験した人材の状況・形勢，組織内での決
定やコミュニケーション・プロセスについての特性ーとくに母国親会
社と海外子会社との諸関係での
•国際化プロセスの特徴：国際化のプロフィル，付加価値の機能的・
制度的割当て，およびその国際化の進展にともなう変更についての理
解。
企業の多国籍化を考えるとすれば，まず国際的な諸資源の移転によって
得られる効果的な組織，および情報と意思決定プロセスの確保からもたら
される，特定の競争優位を生じせしめる要件，すなわち Fayerweatherが
指摘する四つのコミュニケーション・ギャップについて考えなければなら
ない。それらはまさに MNUの成否にかかわる，異文化の相互作用を特定
するにふさわしい課題である。
・文化的ギャップ
•国籍・国民性ギャップ
・環境的ギャップ
．距離・移動ギャップ5)
企業が国際化を達成するということは，その道程で「多重文化組織」の
特性を身につける，ということである。その状態は高度な多様性と複雑性
を通して得られる；調査の結果によれば構造的単純化は，事業や組織の内
的文化の多様性に対する適切な機構を見いださない限り，基本的には管理
コストを下げることはない。
5) Ibid., p.439. 
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「文化」はそれゆえ国際化の中心的課題であり， もしそれが国際経営理
論の一部であるとしても，文化要因は国際経営を築き上げていく上での
「礎」であることは間違いない。
「今日のビジネス世界で（一つの）最も重要な領域は：異なった社会か
ら来る管理者たちが，いかに彼らの役割や仕事を理解し形成しようとする
かにかかるその文化的展望に， しばしばとらえどころなく， しかし隅々ま
で染みわたる（文化的）差異である 6)」
V.2 文化一組織の中心的変数
文化の観念は異なった成功例に従って現れ，文化的影響の面から一つの
アプローチを提案している。MNUの組織的脈絡に関連して，適切な三つの
発達段階が示されている。
・MNUをとりまく諸環境
・内部の組織化プロセス
・個々の組織成員7)
V.1図 国際経営理論の代表的テーマ分野
単一文化的／ I.国・民族の II.国内企業の V.個人の観念
比較的 文化 企業文化
ー相関関係一
多重文化的／ I.国際的諸関 IV. MNUの企 VI.異文化間の
相互作用的 係 業文化 相互作用
マクロ（国） 中間（組織） ミクロ（個人）
一段階一
6) Hampden-Turner, "The Boundaries of Business: The Cross-Cultural Quag-
mire," Harvard Business Review, Sept.-Oct., 1991, p.94. 
7) Schneider, S., "Strategy Formulation: The Impact of National Culture," in: 
Organizaition Studies, 10-2, 1989, p.152. 
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国際経営に関する調査研究の出発点は多面的で次のようであった。特定
の比較尺度を用いての，異なった国々・民族的文化の分類（分野 I。Hof-
stedeの研究に負う）。文化的相関についての国際的諸関係の調査（分野
I)。この10年間，経済科学関係に登場した文献で増加している企業文化の
分野（分野II)。他の分野から抜け出しつつも，方法論や内容になお余地を
残す多国籍企業の事例研究（分野IV)。
V.2.1 国際経営理論の一部としての文化概念
経営の公式構造と個人との関係は人類学的あるいはミクロ社会学的課題
でもある。
異文化問題が直接に必要とする，受け入れ可能な文化概念をまとめるた
めの文化科学を拒んできた方法論的困難性は決して最終的ではなく，であ
るからこそ概念追求の上で，異文化問題についての実証的研究と方法論の
協力的・積み重ね的集約がなされなければならないしまた期待されている
のである。
V.2.2 文化ー変数の概念作用
「われわれは，彼らを理解すべく正しい質問をしているだろうか？ た
だ単にアジア人マネージャが西欧流の管理行動を説明する中に西欧人の尺
度によって意味を見つけ，いかに似ているかを尋ねているだけではないだ
ろうか？ 8）」
異文化間研究の展開や知識的判断からなされた，より広範な評価は，こ
の点についてすべて否定的である。サーベイに関するこの種の方法論的困
難性は次のように分けることができる。
⇒ 文化についての適切な判断基準・変数を選ぶ上での問題
8) Adler et al., "In Search of Appropriate Methodology: From the Outside the 
People's Republic of China Looking," journal of International Business Studies, 
1989, p.71. 
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⇒ 方法論的厳密性
⇒ 同等性
・機能の同等性
・概念の同等性
・言語の同等性
・測定の同等性
・無作為の同等性
⇒ データの評価
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結局はデータの解釈問題が出てくる。異文化間問題研究のデータ評価に
はとくに次のような「間違った推論，過誤」が入りやすい。
A.生態環境的誤り
個人と，分析対象ユニットとしてのシステム（生態環境）との間の問
題
B.実証主義的過り
インタビューやサーベイにおける等価的処理の必要性
c.国際比較の誤り
自文化の中での個々人の行為を他と比較研究しようとするとき，その
個々人の異文化間作用の中での行為を明確に予測することはできない
V.2.3 文化概念の規定
方法論的概念作用の問題は，最後は文献の中にまだ現れていない文化概
念に帰着する。 Tylorの早い時期の「文化」の定義は次のようである。
「知識，信念，芸術，道徳，法，慣習，そのほか人間が社会の構成員と
して習得したすべての能力や習慣を含む全体的複合門
結局，文化概念は次の三つの中心的受容の根拠を受け入れたものと見な
9) Tylor, E., Primitive Cultur: Researches Into the Development of Mythology, 
Philosophy, Religion, Language, Art and Custom., Vol. I, New York, 1877, p.1. 
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すことができる。
1.人間問題には普遍的に計量する上での量的限界が存在する。
それらは五つのクラスに分類できる。
・人間本性の特徴
・人と自然との関係
・人と時間との関係
・人と他の人との関係
・人間的行為の態様
2. これら基礎的問題の解に対する視野的限界がある
3.解の候補案は原則的に現在の各企業（文化）内にある
V.3 文化のマクロ・ディメンション
V.3.1 比較経営研究
いわゆる「カルチュラリスト」は，国際経営理論の一部として，各国の
社会的・経済的プロセスヘの文化的影響の意味について繰り返し繰り返し
述べてきた。アメリカの科学者たちは1950年代の終わりから，自国経済の
国際化による発展を求め，異なった国々と文化における経営的組織的諸現
象を探求してきた。
多くは，行為や視野の違いや類似性につながる管理者たちの異なった生
い立ちの膨大な分析を通してまとめられた。
Kellerによって，比較法の三つの機能ないしは認識目標が提案され
た10)。
1.記述的および分類的目標一異文化間関係の立証
・仕事の動機
・仕事の動機づけと満足感
•前途への期待
10) Keller, E., Management in fremden Kulturen, Bern/Stuttgart, 1982, p.48. 
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・組織構造
2.仮説の設定一差異の，既知の諸要因への説明と適合を吟味するため
の仮説設定
3.仮説の検証
これら異質の要因の吟味は，意味を明確にすることが成否にかかわる。
文化比較調査の方法には自己心象や態度などが影響する。 Adlerらは六つ
の異文化マネジメント調査のタイプを挙げている 11)0
・単一文化的出発（偏狭な調査）
・人種一民族中心的出発
・多中心的出発
・「比較」出発
・「地理」中心的出発
・シナジー的出発
V.3.2 Hofstedeの文化ディメンション
50カ国と三地域に及ぶIBM社の事業所で行われた Hofstedeの非凡で
総合的な調査のディメンション12)は関係者の間で疑問の余地のない拠り所
となっている。
•第一のディメンション PDI (power distance index) : 
その国の中の相互依存諸関係。 Hofstedeの調査は，経済水準，人口密度，
地理一気候条件，歴史的背景，職業，教育等について，企業・学校・家庭
などの協力を得て行われている。
1) Adler, N.,"Organizational Development in a Multicultural Environment," 
journal of Applied Behavioral Science, 1983, p.30. 
Kumar, B.,"Interkulturelle Managementforschung. Ein Uberblick Uber Ansat• 
ze und Problem," Wirtschaftswissenschaftliches Studium, 1988, pp. 389-394. 
12) Hofstede, G., Culture's Consequences. International Differences in Work-
Related Values (Beverly Hills, 1980). 
Hofstede, G., Cultures and Organizations. Software of the Mind, London, 1991. 
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•第二のディメンション IDV (individualism-index) : 
企業内における個人主義（性）と集団主義（性）の態様。個人主義性の
高い場合にはメンバーの文化的関係は弱く，反対に，集団主義的会社では
強い結合状態の単ーグループ的諸関係が現れる。前者では個人の専門（職）
と関係づけられた個人責任が明確に作用するという特徴があり，後者では
継続的な教育や能力開発によって組織や作業環境への適合が進み，動機づ
けや調和の点で好ましい作業環境や企業への忠誠心が醸成される。
•第三のディメンション MAS (musculinity index) : 
男性的な国と女性的な国の間の差異。物事の強力な展開，堅固，物質的
など男性的役割の高い MASと，「生活の質」志向など女性的な場合。
•第四のディメンション UAI (uncertainty avoidance index) : 
メンバーが感じる不確実への不安や未知の状況への恐れの度合い。「不確
実」と「恐れないしは危険」を混同しないこと。不確実性はややがて消え
うる。 UAIの高さは，認知されうる企て，ストレス，およぴ取り除きうる
不確実状況への不安に関係する。
Hallらによる比較結果を示す13)0 
V.1表 Hofstedeのディメンションと Hall
によるドイツ，日本，アメリカの比
較
国＼指数 PDI UA I IND IMAS度合
西ドイツ 35 I 65 I 67 I 66 I low 
H 本 54 I 92 I 46 I 95 I high 
アメリカ 40 I 46 I 91 I 62 I low 
ドイツと日本の間の指数的な明らかな差は， 日本の多国籍企業の異文化
作用への困難性を示すものであるかもしれない。
13) Hall, E., Bond Culture (New York, 1981). 
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V.3.3 マクロ文化と異文化間相互作用
Hofstedeの文化ディメンションに示されるようなマクロ文化的概念に，
たとえば企業の規模によるばらつきの差， リーダーシップや動機づけの方
針等を関係づけてみる。
「比較調査の結果は，異なった国民性を背負ったマネージャたちが管理や
組織の性質について異なった考え方（仮定）を持っていることを示してい
る。これらの異なった諸仮定は異なった価値体系を形成し，次々と組織的仮
定を変えることにつながる異なった管理や組織を実践することになる14)。」
V.4 国際的行動をとる企業の文化
第一に，多国籍企業は基本的に分割された組織である，ということを理
解すれば，企業の国際化に関する，それにともなって発生する母国親会社
と出先国子会社の間の次のような諸関係についてのこれまでの理論的研究
を理解することができるであろう。
・コントロールについて
・権限の委譲と自律体の形成について
・公式一官僚的側面について
・規範的ー文化的問題について
コントロールの仕方，とくに公式一官僚的コントロールのメカニズムは，
報告の書式まで含む墓準の指示によって，親会社から出向したスタッフの
手によってなされる。それらの実際的対応は，意思決定機能の委譲との関
連で出向者個人によってかなり異なる。いわゆる分権組織と集権組織の両
極端の間で，親会社と子会社の関係は，業種や，企業規模，環境諸条件な
どによって影響され，国際化は左右され，通常，より最適なコントロール・
システムと分権化の程度が追求されることになる。
14) Laurent, A., "The Cross-Cultural Puzzle of Human Resource Management," 
Human Resource Management, 25-1, 1986, p.97. 
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V.4.1 統合vs分権化：中央組織の役割
グローバリゼイションと，グローバルな活動のできる企業の発展プロセ
スは， 1980年代の国際経営理論の主題であった。
コンティンジェンシー理論を有効に用いたGhoshal/Nohriaは多国籍
企業の分析に，環境条件にふさわしい分権化概念を据えて「退しい組織」
を提案した15)0
彼らは，集権化，公式化，標準統合，という三つのメカニズムの組み合
わせによる識別を試みた。
・構造的標準化：三つの内の一つ，あるいは組み合わせによる親子全体
の統合
・差別的適合：ローカルな環境が配慮される。環境の複雑性とローカル
な資源の利用度合いが高い（低い）場合は，内的集権の程度は否定的（肯
定的）で公式化あるいは標準統合が肯定的（否定的）。
・統合化されたバラエティ：基本的には差別的適合を旨とし，しかし個々
の親子関係は統合メカニズムを通してコントロールする。集権化，公式化，
標準統合されうる。
•特別バリエイション：明白な差別化の意図がなく，際だった統合メカ
ニズムは働かない。
V.2図 多国籍企業における親／子関係の組み合わせ構造16)
強い ［よりグロー バル］ ［国間の移動］
よりグローバル 構造的標準化 統合化バラエティ
および
より構造的統合 ［国際化］ ［多国籍化］
弱い 特別バリエイション差別的適合
弱い ローカル調整と構造的差別化 強い
15) Ghoshal, S. & Nohria, N., "Horses for Cources: Organizational Forms for 
Multinational Corporation," Sloan Management Review, Winter, 1993, p.24. 
16) Ibid. pp.27,31. 
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競争戦略と組織構造の概念には能率的かつ効果的な変形転移が必要であ
るが，組織能力の点で，意思決定の質と実行力や経営情報システム等につ
いて十分吟味する必要がある。
V.2表 ネットワーク組織としての近代的多国籍企業17)
1.柔軟性の創出，地理的分権化を通して，システムの学習能力を高め，
個々の事業所の役割高度化を図ることが戦略的重要課題
2. それら事業所の自律行動とコンピテンスの承認を通しての動機づけ優
先と適切な問題意識づけ
3.規範的および個人間協力の強調による協働と統合メカニズムの広がり
促進
4.外部指導者とのケース・バイ・ケース方式による持続的協力関係重視
5.情報，コミュニケイション，およびネットワーク組織における個人的
部分を共通化するプロセスの意識的促進
V.4.2 中間文化と異文化間相互作用
戦略的方向の修正にともなう組織構造の変更の仕方は，その企業の内部
の社会的文化的「抵抗」に対して技術的実際的なものになりやすい。
有効なネットワーク組織は，必要なコミュニケイションや決定プロセス
の点で，ローカル・レベルの子会社での人種（民族）中心の抵抗を和らげ
る。 V.3図に組織の形態と企業文化の関係を示す。
国際的異文化問題を解決し活発な企業文化を創出するための諸状況は十
分に明らかではないが，人種（民族）中心の場合はかなりはっきりしてい
て一つの強い組織文化による成功例は少ない。「組織文化はかなり表面的で
あって，価値に縛られない現象である事実(---）は，なぜ国際組織が，異
なった人種（民族）のそれぞれ独自の価値によって構成されながら存在し
うるのかの理由を明らかにしている 18)」。
17) Carl, V., Problem/elder des internationalen Managements, Miinchen, 1989, p. 
286. 
Hedlund, G. & Rolander, D., "Action in Heterarchies-New Approaches to 
Managing the MNC," in Barlett et al.(Eds.), 1990, p.25. 
18) Hofstede, G., Cultures and Organizations. Software of the Mind, London, 1991, 
p.237. 
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V.3図組織形態と企業文化
組織形態 親会社と子会社 目的 企業文化の特徴
のコオーディネ
イション
ピラミッド 集権的 ーコア・コンピテンスの集 人種（民族）中心
中
—規模的効果の達成
—狭いコントロール
分割化 分離 ーローカル資源の利用 多中心
マトリックス 公式化 ースケールの組み合わせ 地域中心
とローカル資源の利用
によるコントロール優
位性，しばしば地域同等
(e.g. EU, Nafta) 
ネットワーク アイデンティ ーグローバル効率 地理中心
フィケイション ーローカルの柔軟性
ー全グループ的革新能力
V.5 ミクロ面での異文化間相互作用
V.5.1 個人的関係の重要性
「個人間への異文化適応問題は，科学者同様，非科学者の間でも論議さ
V.4図 環境を考慮した階層モデル
仕事環境 海外企業汀』~旦
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れにくい19)」
一つの組織の中で社会的関係をつくるには，個人によって異なった対応
を必要とするコミュニケイション問題がある。 Dlilferは，相互作用とそれ
らの影響について， V.4図の階層モデルを提案している20)。くM>で表され
る多国籍企業の管理者，スタッフメンバーと内部の仲間たち，必要な外部
関係者たちとの協力はそれぞれ異なって行われる。
V.5.2 異文化間コミニュケーションの要索とプロセス
この問題への概念的洞察の始めとして，異文化間コミュニケイション能
力と異文化間効果性がある。それら「つかまえどころのない（心理学的）
構成概念」は次の三者に分類できる。
・認識力のある
．感動的一心理学的
・社会的
V.5.2.1 異文化間の能力適性
V.3表 異文化間作用ーディメンションと能力
異文化間能力適性のディメンション21)
1.関係言語の能力
2.非審判的な能力
3.個々の知識や知覚に対する能力
4.感情移入発揮能力
5.柔軟であるべき能力
6.交替能力
19) Kim, Y., Communication and Cross-Cultural Adaptation, Clevedon, 1988, p.9. 
20) Diilfer, E., lnternationales Management in Unterschiedlicken Kulturbereichen, 
MUnchen/Wien, 1991, p.211. 
21) Ruben, B., "Guidelines for Cross-Cultural Communication Effectiveness," 
Group and Organization Studies, 2-4, 1977, pp.470-479. 
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7.曖昧さに対する包容力
異文化間感受性のディメンション22)
1.人々は，それぞれ個人主義的あるいは集団主義的文化の中で異な
った相互作用をする
2.人々の偏見のなさ（度量）は，当面する異文化の違いに関係する
3.人々の柔軟性は異文化の人々の行動の非親近性に関係する
国際経営のコンピテンス 23)
1.実行：国際戦略での勝者たる役割／異文化コオーディネイション
と協力／異文化調停人・代理人
2.存在：一思考（複雑性の認識） 一感覚（感情的エネルギー）
自発（心理的成熟）
異文化間コミュニケイションの構成要索24)
1.認識スキル（情報処理）
2.感情的スキル（情報に込める感情）
3.行動的スキル（適切な行動を演じる能力）
異文化的効果のディメンション25)
1.緊張を処理する能力
22) Bhawuk, D. & Brislin, R., "The Measurement of Intercultural Sensitivity 
Using the Concepts of Individualism and Collectivism," in: International Journal 
of lntercultural Relations, 16, 1992, pp.413-436. 
23) Barham, K. & Wills, St., International Management Competence, Ashridge 
Management Research Group, Ashridge Management College, 1992. 
24) Gudykunst, W. & Kim, Y., Communicating with Strangers: An Approach to 
lntercultural Communication, Reading (Mass.), 1984. 
25) Hammer, M., Gudykunst, W. & Wiseman, R., "Dimensions of Intercultural 
Effectiveness: An Exploratory Study," in: International journal of lntercultural 
Relations, 2, 1978. pp.382-392. 
Hammer, M. Nishida, H. & Jezek, L., "A Cross-Cultural Comparison of 
Intercultural Effectiveness: Japan, Mexico and the US," in: World Communica-
tion, 17-l, 1988, pp.119-144. 
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2. コミュニケイトする能力
3.個々人間の諸関係を確立する能力
異文化間コミュニケイション能力の予示26)
1. 自文化の知識
2.他文化に対する態度
一固定観念（認識的要素）
一人種中心主義（感情的要索）
一社会的距離／関心およぴ他文化に対する努力（動能的要素）
V.5.2.2 異文化間相互作用のプロセス
「文化的自覚のプロセスと調節は，自分自身のカルチャーについての自
覚から始まるm」
異文化間相互作用のプロセスについてのモデルは，残念ながらこれまで
次の二つの基本的困難性のために概念統合に至っていない。
・概念的多様性が納得のゆく統合を妨げている。
•さらに細かい個人的異文化調整にかかわる事実が知られている。
トレーニング・プログラムは目的との関係でタイプや密度の異なったも
のが採用される傾向にある。
〔評価〕
松下の例は，異文化教育における要求と現実との差をカバーしている。
アメリカで発展させた訓練方法はその間に国際的伝播が進んだ。このよう
な企業における一般人材あるいは指導力向上に配慮した中期強化計画の卓
越したプログラムの適用は考慮されよう。
26) Wiseman, R., Hammer, M. & Nishida, H., "Predictors of Intercultural Com-
munication Competence," in: International Journal of Intercultural Relations, 
13, 1989, pp.349-370. 
27) Thiagarajan, K., "Cross-Cultural Training for Overseas Management, "Man-
agement International Review, 4-5, pp.69-85. 
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V.4表 異文化間トレーニングのタイプ28)
オリエンテーショ トレーニング・プロ 教育プログラム
ン・プログラム グラム
目標 —認識的 —感情的 認ー識的
ー行動的コントロ ー行動的コントロー 感ー情的
-Iレ Jレ ー行動的コントロール
内容 特有文化 特有文化 特有文化と共通文化
-who,which, -who,which,when, -who,which,when,where, 
when,where where,how how,why 
手がかり 合ー理的・知的 —経験的 —経験的およぴ合理的・知的
〔筆者注：トレーニングについては，「現代のエスプリ」に載った松下電器の国際的人
材開発プログラムの具体的内容（日本語からの翻訳）が紹介されているがここでは省略
する．次のように評価されている〕
しかし反面，さらに国際化する上では偏っているので，異文化的人材の
育成にはより理論的な知識の導入が全面的に必要である。
松下のプログラムは， 日本の親会社のスタッフや機関の当事者によって
つくられたものであり，海外子会社はかかわっていない。日本流では限界
があり，カルチャーをオープンに分かち合う必要がある。また，アメリカ
でのトレーニング方法がそのまま他の文化をもつ国々へ適用されてよいと
いうものではない。
V.6 異文化間マネジメントの組織構造的試み
現在の国際経営および国際化に積極的な企業の文化特性に関する分析の
三つの出発点である「マクロ（環境）」，「中間（多国籍企業の文化）」，「ミ
クロ（個々人の文化／性格が背負う文化的経緯）」は，異文化コミュニケイ
ションおよび適切な組織構造問題の相互作用についての配慮のもとに解釈
28) Bennett, J., "Modes of Cross-Cultural Training: Conceptualizing Cross-Cul-
tural Training as Education," International Journal of Intercultural Relations, 
10, pp.117-133. 
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されよう。すなわち，コミュニケイション障壁を解決し，さらなる発展と
多文化による組織の多様性の優位性を約束するような組織メカニズムを求
めているのである。
日本企業の国際化および日本の親会社に依存する日本的経営の移転可能
性をめぐる論議の一部として，二つの構造について考えられる。
「インタフェース」と「Nonaka（注：野中郁次郎教授と思われる）ハイ
プリッド組織」である。
V.6.1 インターフェイス
この章の始めに，現実の国際企業における異なったコントロールとコオ
ーディネイション・メカニズムについて述べた。官僚的，標準的，技術的
な方向もあれば，集団的な方法，あるは方向づけに努力して個人志向の文
化を目指すやり方もある。多国籍企業は地理的特殊性という必然性のため
に，文化化・社会化のプロセスに注力しなければならない。
現地スタッフの当該組織内，あるいは母国親企業や他部門との間の調停
的行動は，出向者の役割分担等もあって複雑である。 Hayashi（注：林吉郎
教授と思われる）は米国における日系多国籍企業を，組織的課題，公式リ
ーダーシップ・コンピテンスと責任課題，現地人スタッフとの交替，役割
分担等について類型化した29)0
〔筆者注： Hayashiの表は省略，要点のみ紹介。「自律ー独立的」：日本
的経営の完全移転， 日本人スタッフ支配型ー15%。「自律ー教育的」：上位
管理職位は日本人，行政的職務は現地主導的，日本の指導と現地スタッフ
29) Hayashi, K., "Expansion of Japanese Companies Abroad: The Management 
of Cross-Cultural Interface," in: Pugel, T. & Hawkins, R.(Eds.), Fragile Interde-
pem細 ce.Economic Issues切 US-JapaneseTrade a叫 Investment,Lexington, 
1986, p.181. 
Hayashi, K., "Cross-Cultural Interface Management: The Case of Japanese 
Firms Abroad, in: ],ゅaneseEconomic Studies, 1986 Fall, p.5. 
国際企業における H本的経営一異文化間組織の方法論（藤田） （507) 119 
の協力による現場的移転ー15%。「他律ー独立的」：一部上層機能への現地
人進出，現地人管理者の教育，主に定性的結果のコントロールー20%。「他
律一学習的」：上位管理職はすべて現地人，日本人は企業家的役割，日本人
スタッフの経験的収穫ー10%。「混合」：すべての職位やリーダーシップは
混合，代表者は主にH本人，現地競争力の確保と全社的グローバル連携ー
40%〕
Hayashi自身，多国籍企業にかかわるインターフェイスの理論をめぐっ
て，組織のすべてのリーダーシップと管理者集団の間の，より公式・非公
式な異文化間コミュニケイション・プロセスの意味を指摘している。
コミュニケイション・プロセスについてのいろいろな試みは，期待され
る文化的状態になるまでの問題への対応において，教育性を配慮した短期
的あるいはケース・バイ・ケースの方式によることが有効で，人々の幅の
広がりが現れるような発展の機会は組織の発展をもたらすことを意味す
る。
異文化間コミュニケイション理論におけるインターフェイス問題はまだ
緒についたばかりで示しうるものは決して多くない。構造的な解の提案が
待たれるところである。
V.6.2 国際化の Nonakaモデル
学習プロセスのモデル的構造は，次のように周期的繰り返し性を持つ。
「ビジョン，およぴ／または外部の作用→情報探索／情報発信→全組織
的協力 →新しい組織的知識」
情報発信の中心的仕事は，中間管理層に現れ，「ミドル・アップ・ダウン
マネジメント」とでもいうべき，新しい組織的知識を確立する働きをす
る30)。
30) Nonaka, I., "Toward Middle-Up-Down Management: Accelerating Inforrna-
tion Creation," in: Sloan Managemnt Review, 29-3, pp.9-18. 
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組織開発や基本条件の変化に対する調節にすぐれるという，日本企業の
特殊な能力の証拠としてのこのモデルの範囲内であるにもかかわらず，こ
れまで世界規模の企業組織において競争優位志向のプロセスに変えられ
ず，国際化に成功していない企業がある 31)0
Nonakaは日本企業のグローバル化モデルを提案している32)。それは組
織化における「馴致」の道程を疑似的に理解させ，国際化企業の活動やノ
ウハウの交換，教育などについて目標までの展望を示す，という点で助け
になる。
V.7図 Nonakaの国際化段階モデル
1.グローバル・ヴ
イジョンの創出
3.グローバルなハ
イプリッド化プ
ロセスの促進
2．海外組織の統合
と多（複式）本社
の設置
4．人事のグローバ
ル化と企業家的
ミドル・マネジ
メントの育成
グローバル化が進み．地域のメイン・オフィスを通して協力効果が出て
きたならば，次の三つの仕事を満たさなければならない。
31) Jiirgens, U., "Internationalization Strategies of Japanese and German Auto-
mobile Companies," in: Tokunaga, S., Altman, N.(Eds.), New Impact on Indus-
trial Relations-Preprint, Milnchen, 1992, p.27. 
32) Nonaka, I., "Managing Globalization as a Self-Renewing Process: Experi-
ences of Japanese MNCs," in: Barlett et al.(Eds.), 1990, p.82. 
¥～｀ 
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•その地城にある諸事業所の，集中可能な機能の掌握（財務，ロジステ
ィックスなど）
•その地域内の諸活動のコオーディネイション
•その地域とグローバル・グループとの連結
第VI章異文化間組織化の方法論
VI.2 カルチャー開発としての組織開発
もし異文化間相互作用を踏まえて「カルチャー開発」を目指す組織が「組
織開発」を行おうとするのであれば，第一に方法的コンピテンスの生成か
ら始めなければならない。すなわち組織開発の開始それ自体において，さ
まざまな別個の方法の実験を通して適切な調停コンピテンスを集成するこ
とを始めることである。
VI.1図に示す段階モデルは，診断一般や計画・実行の上で，より包含的
堅
1．診断
゜2．解答メニュー↓ 3．解決案および行動計画の選
択↓
4．実行
↓ 
5．評価
VI.1図組織開発の段階モデル
課題
識別確認と問題状況の
分析 ｝ 
解決候補案の作成
優先案の選択，実行計画，｝
評価基準による決定 ｝ 
共通行動計画の実行 ｝ 
目標達成に関する行動
およぴ学習を可能にす
る問題解決プロセス全 ｝ 
体の評価
組織学習
1．新しい戦略ヴィジ
ョンの創出
2．情報創出の活性化
3.ダイナミックな
協同の刺激
4．蓄積された情報の
組織的知識への変
換
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な実験を可能にする33)。
VI. 2図は，ドイツでドイツ人と日本人の協力によって定着する日系事業
について，異文化間の作業情況をワークショップで分析しまとめた例であ
る。
ワークショップは，典型的な問題情況を確認し分析するため，仕事が異
文化環境に密着している H本人10人と，同数のドイツ人参加者によって構
成された。言葉の問題を避け，また信頼関係の不足をカバーするために国
別に二つのグループに分け，それぞれの言語で作業できるよう編成された。
両チームがそれぞれの分析成果を提示し合い全体で議論できるように適切
な交流と結合が考慮された。個々の結果はそれぞれ他のグループのきっか
けをつくり交換性をそなえ，驚くべき解答につながった。
この例は手続き的にはVI.1図のオリジナル・モデルと明らかに異なる。
理由は参加者たちが異なった組織から参加したという事実にある。すなわ
33)このモデルの理解には次の諸文献が関係する。
Morris, W. & Sashkin, M., "Organization Behavior in Action," Skill Building 
Experiences, Paul et al., 1976. 
Argyris, C. & Shon, D., Organization Learning: A Theory of Action, Reading, 
1978, p.138. 
Kirsch,W. et al., Das Management des geplanten Wandels von Organisa-
tionen, Stuttgart, 1979, p.38. 
Sievers, B., "Das Phasenmodell der Organisationsentwicklunk," in: Manage-
ment Zeitschrift io, 49-1, 1980, pp.5-8. 
また，組織開発の段階モデルの適用としては次の諸文献の実例にかかわる。
Staubli, R., "Menschliche Entfaltung und Entwicklung: eine Hauptvorrausset-
zung fir die Leistungsfahigkeit des Unternehmens in einer sich andernden 
Umbelt," in: OE-Organisationsentwicklung, 6-1,1987, pp.17-27. 
Gottschall, D., "Training fir Europa," in: Manager Magazin, 3, 1990, pp.237-
243. 
Pfaller, P. & Heibutzki, H., "Kulturschock durch Scheuklappen," in: Manage-
ment Wissen, 10, 1991, pp.16-35. 
Garvin, D., "Building a Learning Organization," in: Harvard Business Review, 
July-Aug., 1993, pp.78-91. 
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VI. 2図 「ドイツー日本」ワークショップ
段階 課題 例示 D:ドイツ人の答
J :日本人の答
1 ：診断 ー典型的な異文化間協力 ー情報への接近が不十分である (D)
問題の状況確認 ー日本側の明確なフィードバックがない
ー異文化間協力の妨害・困 (D) 
難要因の分析 ー親会社の指示の強力な実行 (D)
ードイツ協力者の責任回避 (J)
ードイツ側のエゴイズム的特性 (J)
ードイツの柔軟性の少なさとチーム志向
の不足 (J)
2 ：解の ー可能な解の生成 ーインターフェイスの仲介 (D)
メニュー ードイツ一日本のトップマネジメントの
相互異文化トレーニング (D)
ー遂行能力の自己改善 (J)
ー職場記述への密着 (J)
ー異文化トレーニング (J)
3 ：解の選択 ー選択解の達成性と目的 D: 1．優位＝インターフェイス
と行動計画 適合性についての評価 J : 1.優位＝自身の遂行能力改善
ち，ここで重要なことは，共通理解と異文化間協力の解釈という要素が存
在する， ということである。
Vl.3 8本の海外経営と組織学習ー要約と展望
前述のように日本的組織パラダイムの国際化企業事例への移転の試みで
ある Nonakaの国際化モデルがある。規範的試みとしてこのモデルは実務
に相対するものであり， Nonakaが引用する日本の多国籍企業の場合もそ
うであるが，これまでハイプリッド化あるいは文化的多様性の統合化はま
だ僅かである。問題があるとすれば，そして組織的拡大への道にシフトす
るとすれば， どのようなものを求めるのであろうか？
われわれが国際経営の文化要索の意味について引き出した包括的な方式
は，「マクロ」，「中間」，「ミクロ」という三つの段階について議論し，可能
性を提示することであった。
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われわれは多文化企業の状況とその方法論について十分に語ってきた。
それら方法論の必要条件として，最後には国際企業／国際経営の経済理
論に関する基礎的問題性に言及しなければならない。企業活動の前提とし
て，独占的利益の実体から離れて考えることは，ローカル展開に与えられ
る第一の筋，事業を行う目的，より率直には，「人間は自分自身の目論見に
仕える」といわれるように優位性の追求という企業家的見通し（所有者利
益）を狭めることになる。
国際化戦略についての一致点は，民族中心的行動が無いことについてで
ある。
企業において異なった血統から来た人々が文化化を強行することは問題
であるということは明白である。方法論の点で，組織開発のこのような植
民地的関係が生産的関係の上で考えられる好ましくない状況として提起さ
れる。
経済的効率的な国際企業の存続性について，効果的能率的な状況への回
復という点で改めて簡潔に述べる。見出しうる諸資源の利用によって得ら
れる競争利益の固有特性を確認するというグローバルな転移と利用につい
ての考え方である。すなわちまずローカル・メンバーに「なぜ，私はあな
た方を必要とするのか？」を伝えることである。
資本利用についての急進的な論理は，国際経営の異文化間組織の方法へ
の入り口での主要な論点である。文化的に異なった組織メンバーが用い発
展させるものは経済的内容に富む長期間の強い相互作用である。多国籍企
業はその存在性と差異を発生させることが必然的に求められる。異文化間
組織やその指導方法の点で，「なぜ，あなた方は私を必要とするのか？ 34)」
34) Kappler, E., "Management by Socrates," in: Zeitschrift fir Personalforschung, 
6-3, 1992, p.313. 
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と急進的に質問することは「文化的差異資本」の利用問題に帰着する。
「差異」は，この仕事の中で何度も繰り返して，組織学習を阻害したり
また逆に潜在的に解放したりするものとしてとらえられてきた。それは異
なった指導と組織責任者の手段や方法の解放効果と利用の強化によって日
本企業を彼らの本国や活動範囲で成功させてきた。
もし将来にわたってそれらを成功させようとするのであれば，異文化差
異をこの見通しの下におくと仮定して，この仕事の幾つかの関連での解と
なりうるコンピテンスをそなえている H本的組織パラダイムは企業形成
（ここでは多国籍企業）の手本でありうるであろう。
